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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この告示は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「法」という。）第５

３条及び第６５条に規定する建築行為等の許可等に係る事務について、適正かつ円滑な執

行を図るため、当該事務の処理に関し必要な事項を定めるものとする。 

（用語の定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の定義は、法第４条各項及び建築基準法

（昭和２５年法律第２０１号）第２条各号の規定等に基づき、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

（１） 政令 都市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号）をいう。 

（２） 施行規則 都市計画法施行規則（昭和４４年建設省令第４９号）をいう。 

（３） 都市計画 都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の

整備及び市街地開発事業に関する計画で、法第２章の規定に従い定められたものをいう。 

（４） 都市計画施設 都市計画において定められた法第１１条第１項各号に掲げる施設

をいう。 

（５） 市街地開発事業 法第１２条第１項各号に掲げる事業をいう。 

（６） 都市計画事業 法で定めるところにより、法第５９条の規定による認可又は承認

を受けて行われる都市計画施設の整備に関する事業及び市街地開発事業をいう。 

（７） 建築物 建築基準法第２条第１号に定める建築物をいう。 

（８） 建築 建築基準法第２条第１３号に定める建築をいう。 

（９） 主要構造部 建築基準法第２条第５号に定めるものをいう。 



第２章 法第５３条関係 

（許可申請者） 

第３条 都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区域内において建築物を建築しよう

とする者は、市長の許可を受けなければならない。 

（適用除外） 

第４条 次の各号に掲げる行為は、法第５３条各号の規定に基づき、許可を受けることを要

しない。 

（１） 政令で定める軽易な行為。この場合において、「政令で定める軽易な行為」とは、

政令第３７条に基づき、階数が２以下で、かつ、地階を有しない木造の建築物の改築又

は移転をいう。 

（２） 非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

（３） 都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為として政令で定める行

為。この場合において、「政令で定める行為」とは、政令第３７条の２の規定に基づき、

国、県若しくは市町村又は当該都市計画施設を管理することとなる者が当該都市施設又

は市街地開発事業に関する都市計画に適合して行う行為をいう。 

（４） 法第１１条第３項の後段の規定により隔離距離の最小限度及び載荷重の最大限度

が定められている都市計画施設の区域内において行う行為であって、当該隔離距離の最

小限度及び載荷重の最大限度に適合するもの。 

（５） 法第１２条の１１に規定する都市計画施設である道路の区域のうち、建築物等の

敷地として併せて利用すべき区域内において行う行為であって、当該都市計画施設であ

る道路を整備する上で著しい支障を及ぼすおそれがないものとして政令で定めるもの。

この場合において「政令で定めるもの」とは、政令第３７条の３の規定に基づき、次に

掲げる建築物等の建築又は建設の限界に適合して行うものとする。 

ア 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第４７条の７第１項第１号に規定する道路一

体建物の建築 

イ 当該都市計画施設である道路を管理することとなる者が行う建築物の建築 

２ 前項の規定にかかわらず、法第６５条第１項に規定する告示があった後、当該告示に係

る土地の区域内において行う行為については、第３章の規定を適用するものとする。 

（申請手続） 

第５条 建築行為等の許可を申請しようとする者（以下「申請者」という。）は、施行規則

第３９条第１項に規定する許可申請書（様式第１号）を、市長あて２部（正本１部及び副

本１部）提出するものとする。 



２ 前項の申請書には、施行規則第３９条第２項の規定に基づき、別表第１に掲げる図書を

添付すること。 

３ 申請後、自己の都合により変更を行う場合、申請者は再度申請書等を市長あて提出する

ものとする。 

（受付） 

第６条 市長は、前条に規定する申請書等に不足又は不備のないことを確認の上、受付印を

押印して受理し、法第５３条許可申請処理台帳（様式第２号。以下「処理台帳」とい

う。）に所定の事項を記入するものとする。 

２ 処理台帳は、年度毎に作成し、管理するものとする。 

（審査） 

第７条 市長は、受付した申請書等について、都市計画決定を行った際の計画図等により、

都市計画施設の区域の内外を判断し、都市計画事務主管課において審査を行い、法第５４

条第３号に規定する基準に該当した上で次の各号に掲げる要件に適合し、かつ容易に移転

し、又は除却することができるものであると認められるものについては、許可しなければ

ならない。 

（１） 建築物が都市計画施設の内外にわたる場合は、将来において、都市計画施設の区

域内の部分と区域外の部分とを機能上かつ構造上容易に分離することができるよう、設

計上の配慮がなされていること。 

（２） 除却後残される建築物等の基礎が都市計画施設等の区域内に設けられていないよ

う、設計上の配慮がなされていること。 

２ 市長は、審査に際し、添付図書以外に特に必要があると認める場合は、申請者に対し必

要と認められる図書を提出するよう求めることができるものとする。 

３ 申請書等の補正に関しては、次のとおりとする。 

（１） 申請書等に不足又は不備があった場合は、申請書等補正指示書（様式第３号）に

より、申請者に対し補正を求めるものとする。 

（２） 前号の規定にかかわらず、軽易なもの又は内容が複雑なものについては、口頭又

は面接により、申請者に対し指示するものとする。 

４ 市長は、必要があると認めるときは、現地を確認するものとする。 

５ 都市計画事務主管課においては、審査にあたって必要に応じ、当該申請に係る都市計画

施設を主管する機関と調整を行うこととする。 

（協議手続） 

第８条 法第５３条第２項の規定により協議をしようとする者（以下「協議者」という。）



は、協議書（様式第４号）を、市長あて２部（正本１部及び副本１部）提出するものとす

る。 

２ 前項の協議書には、第５条第２項に準ずる図書を添付するものとする。 

（決裁及び保存） 

第９条 決裁及び保存に係る事項については、次のとおりとする。 

（１） 都市計画施設の区域に係る申請書等について、審査終了後、直ちに起案し、決裁

権者の決裁を受けなければならない。 

（２） 前項に規定する申請書等の保存は、永年保存とする。 

（３） 市街地開発事業の施行区域に係る申請書の保存は、当該申請に係る事業の完了ま

でとし、当該事業の完了期間を考慮した上、市長が適宜判断すること。この場合におい

て、法第５３条の制限は、都市計画施設においては事業完了後も適用されることになっ

ているのに対し、市街地開発事業においては、事業完了までとされていることに留意す

ること。 

（通知） 

第１０条 市長は、当該申請において、第７条の規定による審査を行った後、速やかに許可

通知書（様式第５号）又は不許可通知書（様式第６号）を申請者あて交付することとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、法第５５条で指定した区域又は市街地開発事業（土地区画整

理事業及び新都市基盤整備事業を除く。）の事業予定地における建築行為等に係る法第５

３条の規定による許可の申請に対して行う不許可の通知は、不許可通知書によるものとす

る。 

（許可等の条件） 

第１１条 市長は、第７条の規定による許可において、都市計画上必要な条件を付すること

ができる。この場合において、その条件は、当該許可を受けた者に、不当な義務を課する

ものであってはならない。 

（事務処理日数） 

第１２条 第６条から前条までの規定に定める事務処理に要する日数は、おおむね１４日以

内とする。ただし、下記の期間は、事務処理期間の算定に含まない。 

（１） 第７条第３項の規定による補正に要する期間 

（２） 審査の上で関係資料をさらに必要とした場合及び協議に要した期間 

（３） うるま市の休日を定める条例（平成１７年うるま市条例第２号）に規定する休日 

（申請書の取り下げ） 

第１３条 申請書の取り下げは、許可申請取下届（様式第７号。以下「取下届」という。）



により行うものとする。 

２ 前項の規定による取下届を受理したときは、処理台帳にその旨を記載するとともに、申

請書等に「取り下げ」印を押印し、その写しを取下届とともに保管するものとする。 

３ 第１項の規定による取り下げに係る申請書等は、返戻通知書（様式第８号）により申請

者に返戻するものとする。 

（許可後の変更） 

第１４条 申請者は、下記の内容において変更を行う場合、再度申請書等を提出することと

する。 

（１） 申請者名 

（２） 建築物の敷地の所在及び地番 

（３） 建築物の構造及び階数 

（４） 新築、増築、改築又は移転の別 

（５） 敷地面積、建築面積及び延べ面積 

（６） 都市計画施設又は市街地開発事業名 

２ 許可を受けた建築物において、前項に規定する項目を変更せず、他の項目において変更

する場合、申請者は、変更届出書（様式第９号。以下「届出書」という。）を提出するも

のとする。 

３ 前項の規定による届出書を受理したときは、処理台帳にその旨を記載するとともに、届

出書を申請書等とともに保管するものとする。 

（許可事項の表示） 

第１５条 第１０条の規定により許可書の通知を受けた者は、建築行為等の期間中、当該許

可を受けた行為地内の見やすい場所に許可通知書等により、許可事項の写しを表示しなけ

ればならない。 

（違反建築物の取り扱い） 

第１６条 市長は、当該許可に適合しない建築物であると認められた場合、法第８１条の規

定により、違反を是正するため必要な措置を取ることを命じることができる。 

第３章 法第６５条関係 

（許可申請者） 

第１７条 事業認可の告示又は新たな事業地の編入に係る事業計画の変更の告示があった後、

当該事業地内において、都市計画事業の施行の障害となるおそれがある土地の形質の変更

若しくは建築物の建築その他工作物の建設を行い、又は政令で定める移動の容易でない物

件の設置若しくは堆積を行おうとする者は、市長の許可を受けなければならない。この場



合において、「政令で定める移動の容易でない物件」とは、その重量が５トンを超える物

件とする。 

（申請手続） 

第１８条 第５条の規定は、第１７条の規定による許可に係る申請について準用する。この

場合において、「許可申請書（様式第１号）」とあるのは、「許可申請書（様式第１０

号）」と読み替えるものとする。 

（受付） 

第１９条 第６条の規定は、第１７条の規定による許可に係る申請の受付について準用する。

この場合において、第６条中「法第５３条許可申請処理台帳（様式第２号）」とあるのは、

「法第６５条許可申請処理台帳（様式第１１号）」と読み替えるものとする。 

（審査） 

第２０条 市長は、第１７条の規定による許可に係る申請を受け付けた時は、都市計画決定

を行った際の計画図等により、都市計画施設の区域の内外を判断し、法第６５条の趣旨及

び規定に基づき、当該都市計画事業の施行者の意見を聴いた上で審査を行い、許可又は不

許可の決定を行うものとする。 

２ 第７条第２項から第５項までの規定は、第１７条の規定による許可に係る審査について

準用する。 

（協議手続） 

第２１条 第８条の規定は、法第６５条第３項の規定による協議について準用する。この場

合において、第８条中「協議書（様式第４号）」とあるのは、「協議書（様式第１２

号）」と読み替えるものとする。 

（決裁及び保存） 

第２２条 第９条の規定は、第２０条の規定による許可又は不許可に係る決裁及び保存につ

いて準用する。 

（通知） 

第２３条 第１０条の規定は、第２０条の規定による許可又は不許可に係る通知について準

用する。この場合において、第１０条中「第７条」とあるのは、「第１９条」と、「許可

通知書（様式第５号）又は不許可通知書（様式第６号）」とあるのは、「許可通知書（様

式第１３号）又は不許可通知書（様式第１４号）」とそれぞれ読み替えるものとする。 

（許可等の条件） 

第２４条 第１１条の規定は、第２０条の規定による許可に係る条件の附加こついて準用す

る。 



（事務処理日数） 

第２５条 第１９条から前条までの規定に定める事務処理に要する日数は、おおむね２１日

以内とする。この場合において、第１２条ただし書きの規定は、第２０条の規定による事

務処理期間について準用する。 

（申請書の取り下げ） 

第２６条 第１３条の規定は、第１７条の規定による許可に係る申請について準用する。 

（許可後の変更） 

第２７条 第１４条の規定は、第２３条の規定による許可後の変更について準用する。この

場合において、第１４条第１項に規定する項目に加え、下記内容についても読み替えるこ

とができるものとする。 

（１） 移動の容易でない物件の設置若しくは堆積又は区画形質の変更の別 

（２） 移動の容易でない物件の重量 

（３） 敷地面積、工事面積及び土地の区画形質の変更の掘削面積 

（許可事項の表示） 

第２８条 第１５条の規定は、第２３条の規定による許可通知にかかる許可通知書の表示に

ついて準用する。 

（違反建築物の取り扱い） 

第２９条 第１６条の規定は、第２３条の規定による許可に係る申請について準用する。 

（補則） 

第３０条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 



別表第１ 建築行為の許可申請の区分、様式及び添付図書（第５条・第１８条関係） 

 許可申請の区分 様式 添付図書 

（１） 法第５３条第１

項の規定による

建築行為等の許

可申請 

（協議について

準用） 

様式第１

号 

・当該行為地が法第５５条第１項の事業予定地内に所在

する時は、別表第２に定める者の同意書 

・誓約書 

・委任状（代理人が申請する場合に限る） 

・申請地の位置が表示された都市計画図で縮尺１０００

０分の１以上のもの 

・配置図で縮尺５００分の１以上の都市計画施設の計画

線が記載されたもの 

・求積図 

・各階平面図で縮尺２００分の１以上のもの 

・２面以上の立面図で縮尺２００分の１以上のもの 

・現況地籍併合図 

・公図 

・登記事項証明書 

・名義人全員の借地承諾書及び印鑑証明書（借地の場合

に限る） 

・その他必要と認める書類（現況写真等） 

（２） 法第６５条第１

項の規定による

建築物の建築そ

の他工作物の建

設の許可申請 

（協議について

準用） 

様式第１

０号 

・委任状（代理人が申請する場合に限る） 

・誓約書 

・申請地の位置が表示された都市計画図で縮尺１０００

０分の１以上のもの 

・配置図で縮尺５００分の１以上の都市計画施設の計画

線が記載されたもの 

・求積図 

・各階平面図で縮尺２００分の１以上のもの 

・２面以上の立面図で縮尺２００分の１以上のもの 

・現況地籍併合図 

・公図 

・登記事項証明書 

・名義人全員の借地承諾書及び印鑑証明書（借地の場合



に限る） 

・その他必要と認める書類（現況写真等） 

（３） 法第６５条第１

項の規定による

土地の形質の変

更の許可申請 

（協議について

準用） 

様式第１

０号 

・委任状（代理人が申請する場合に限る） 

・誓約書 

・申請地の位置が表示された都市計画図で縮尺１０００

０分の１以上のもの 

・行為地の境界が表示された地形図（国土基本図等）で

縮尺５０００分の１以上のもの 

・平面図で縮尺５００分の１以上の都市計画施設の計画

線が記載されたもの 

・縦横断図で縮尺５０分の１以上のもの 

・２面以上の立面図で縮尺２００分の１以上のもの 

・現況地籍併合図 

・公図 

・登記事項証明書 

・名義人全員の借地承諾書及び印鑑証明書（借地の場合

に限る） 

・その他必要と認める書類（現況写真等） 

（４） 法第６５条第１

項の規定による

移動の容易でな

い物件の設置若

しくは堆積の許

可申請 

（協議について

準用） 

様式第１

０号 

・委任状（代理人が申請する場合に限る） 

・誓約書 

・申請地の位置が表示された都市計画図で縮尺１０００

０分の１以上のもの 

・配置図で縮尺２００分の１以上の都市計画施設の計画

線が記載されたもの 

・平面図で縮尺は随意のもの 

・２面以上の立面及び断面図で縮尺は随意のもの 

・現況地籍併合図 

・公図 

・登記事項証明書 

・名義人全員の借地承諾書及び印鑑証明書（借地の場合

に限る） 

・その他必要と認める書類（現況写真等） 



（備考） 

１ 添付図面又は縮尺について、行為の態様により市長が支障ないと認めるときは、そ

の一部の免除、又は縮尺の規定を免除できるものとする。 

２ 添付図面のうち、配置図及び平面図は併せて作成することができるものとする。 

別表第２ 当該行為地が法第５５条第１項の事業予定地内に所在する時の許可権者 

 区分 許可権者 

（１） 当該事業地について法第５５条第４項の規定による

同条第１項の指定の公告のみなされている場合 

市長 

（２） 当該事業予定地について、法第５５条第４項の規定

による同条第１項の指定の公告並びに第５６条第１

項の規定による土地の買取の申出及び第５７条第２

項本文の規定による届出の相手方の公告がなされて

いる場合 

当該土地の買取りの申出及び届

出の相手方として公告されてい

る者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



様式第１号（第５条関係） 

年 月 日

印

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

建築面積 ㎡ ㎡ ㎡

延べ面積 ㎡ ㎡ ㎡

市受付欄 許可関係欄

　１　申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

　　記載すること。

　２　申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自著で行う場合におい

　　ては、押印を省略することができる。

６　概算工事費

備考

５　都市計画施設又は市街地開発事業名

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

申請部分 申請以外の部分 合計

２　建築物の構造及び階数

３　新築、増築、改築又は移転の別

記

１　建築物の敷地の所在及び地番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

許　可　申　請　書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

都市計画法第５３条第１項の許可を受けたいので、下記により申請します。

 



様式第２号（第６条関係） 
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住
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受
付
年
月
日

申
請
者
住
所

 



 

様式第３号（第７条関係） 

年 月 日

様

午前

午後

1

2

3

申請書等補正指示書

申請者　住所

　　　　氏名

　あなたから提出されました都市計画法第
５３

条許可申請につきまして、詳細な事情を
６５

日 時までに来庁して下さい。

　下記の書類（又は事項）が不足（又は不備）ですので、速やかに補正して下さい。

お聞きしたいので、 月

記

　　　ＴＥＬ　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

担当：　　　　　　　　　　氏名 印



 

様式第４号（第８条関係） 

年 月 日

印

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

建築面積 ㎡ ㎡ ㎡

延べ面積 ㎡ ㎡ ㎡

市受付欄 許可関係欄

５　都市計画施設又は市街地開発事業名

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

申請部分 申請以外の部分 合計

２　建築物の構造

３　新築、増築、改築又は移転の別

記

１　建築物の敷地の所在及び地番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

協　議　書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

都市計画法第５３条第２項の規定により、協議します。



 

様式第５号（第１０条関係） 

（その１） 

年 月

年 月

　　　指令第 号

許可通知書

日付けで申請のあった、都市計画施設の区域又は市街地開発事業

の施行区域内における建築行為については、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第

５３条第１項及び第７９条の規定により、次の条件を付して許可します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

３　新築、増築、改築又は移転の別

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

１　建築物の敷地の所在及び地番

２　建築物の構造及び階数

　　　敷地面積 ㎡

　　　建築面積 ㎡

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

　　　延べ面積 ㎡

５　都市計画施設又は市街地開発事業名

　　る旨の誓約書を提出し、あらかじめ市長の承認を受けること。

　３　建築基準法第６条第１項の確認を受けてから着工すること。　　

　１　事業執行の際、事業者が移転を命じた場合は、３ヶ月以内に建築物等を移転又は除

　　却すること。

　２　許可建築物を他に賃貸又は譲渡する場合は、賃貸人又は譲渡人が上項条件を継承す



 

様式第５号（第１０条関係） 

（その２） 

号

年 月

年 月

　３　建築基準法第６条第１項の確認を受けてから着工すること。

　４　今後決定される区画街路に支障をきたす場合は、事業者の指示に従い、自費で除却

　　するか、又は家を移転するなど支障が無いようにすること。

　１　事業執行で生じる土地の高低による宅地の利用価値低減については、損失補償の請

　　求は一切しないこと。又は家を移転するなど支障が無いようにすること。

　２　換地計画上、換地線にかかる場合は、自費にて除却又は移転すること。

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

　　　延べ面積 ㎡

５　都市計画施設又は市街地開発事業名

　　　敷地面積 ㎡

　　　建築面積 ㎡

３　新築、増築、改築又は移転の別

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

１　建築物の敷地の所在及び地番

２　建築物の構造及び階数

５３条第１項及び第７９条の規定により、次の条件を付して許可します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　指令第

許可通知書

日付けで申請のあった、都市計画施設の区域又は市街地開発事業

の施行区域内における建築行為については、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第



 

様式第６号（第１０条関係） 

年 月

年 月

　１　

　２　

不許可通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

日付けで申請のあった、建築物の建築については、次の理由によ

り許可しない。

日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

　のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分のあった

　日の翌日から起算して１年を経過したときは、異議申立をすることができなくなります。

（処分の取消の訴えに係る教示）

（不服申立ての教示）

１　この処分に不服があるときは、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して

　６０日以内に、うるま市長に対して異議申立をすることができます。ただし、この処分

２　処分の取消の訴えは、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６月以内

　（この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に異議申立をした場

　合にあっては、その異議申立に対する決定のあったことを知った日の翌日から起算して

　６月以内。以下同じ）に、うるま市を被告（訴訟においてうるま市を代表とする者は、

　市長となります。）として、提起することができます。ただし、処分のあったことを知

　った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分のあった日の翌日から起算し

　て１年を経過したとき（この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以

　内に異議申立をした場合にあっては、その異議申立に対する決定があった日の翌日から

　起算して１年を経過したとき）は処分の取消の訴えを提起することができなくなります。



 

様式第７号（第１３条関係） 

年 月 日

印

印

５３

６５

１　建築物等の敷地の所在及び地番

許可申請取下届

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代理人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

年 月 日付けで申請した都市計画法第 条の許可申請を、下記理由

により取り下げます。

記

２　取り下げ理由

※　代理人の場合は、委任状を添付すること。

 



 

様式第８号（第１３条関係） 

号

年 月 日

様

５３

６５

申請者　住所

　あなたより、

　　　　氏名

年

返戻通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  第

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　 　　

月 日付けで提出された、取下届を受理しましたので、

都市計画法第 条許可申請書を返戻します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印



 

様式第９号（第１４条関係） 

年 月 日

印

印

１　建築物等の敷地の所在及び地番

変更届出書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　代理人　住所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏名

年 月 日付け　　　指令第 号で許可通知のあった建築行為等につ

いて、変更があるので、下記により届出します。

記

２　変更内容

※　代理人の場合は、委任状を添付すること。

 



 

様式第１０号（第１８条関係） 

（その１） 

年 月 日

印

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

建築面積 ㎡ ㎡ ㎡

延べ面積 ㎡ ㎡ ㎡

　　ては、押印を省略することができる。

市受付欄 許可関係欄

５　都市計画事業の種類及び名称

備考

　１　申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

　　記載すること。

　２　申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自著で行う場合におい

申請部分 申請以外の部分 合計

２　建築物の構造及び階数

３　新築、増築、改築又は移転の別

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

都市計画法第６５条第１項の許可を受けたいので、下記により申請します。

記

１　行為地の所在及び地番

許　可　申　請　書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名



 

様式第１０号（第１８条関係） 

（その２） 

年 月 日

印

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

工事面積 ㎡ ㎡ ㎡

掘削面積 ㎡ ㎡ ㎡

許　可　申　請　書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

都市計画法第６５条第１項の許可を受けたいので、下記により申請します。

記

１　行為地の所在及び地番

２　移動の容易でない物件の設置若しくは堆積又は区画形質の変更の別

３　移動の容易でない物件の重量

４　敷地面積、工事面積及び土地の区画形質の変更の掘削面積

申請部分 申請以外の部分 合計

５　都市計画事業の種類及び名称

備考

　１　申請者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を

　　記載すること。

　２　申請者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自著で行う場合におい

　　ては、押印を省略することができる。

市受付欄 許可関係欄



 

様式第１１号（第１９条関係） 

氏
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年
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※
）

都
市
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業

の
種

類
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名
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様式第１２号（第２１条関係） 

（その１） 

年 月 日

印

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

建築面積 ㎡ ㎡ ㎡

延べ面積 ㎡ ㎡ ㎡

市受付欄 許可関係欄

５　都市計画事業の種類及び名称

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

申請部分 申請以外の部分 合計

２　建築物の構造及び階数

３　新築、増築、改築又は移転の別

記

１　行為地の所在及び地番

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

協　議　書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

都市計画法第６５条第３項の規定により、協議します。



 

様式第１２号（第２１条関係） 

（その２） 

年 月 日

印

敷地面積 ㎡ ㎡ ㎡

工事面積 ㎡ ㎡ ㎡

掘削面積 ㎡ ㎡ ㎡

協　議　書

うるま市長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＴＥＬ

都市計画法第６５条第３項の規定により、協議します。

記

１　行為地の所在及び地番

２　移動の容易でない物件の設置若しくは堆積又は区画形質の変更の別

３　移動の容易でない物件の重量

４　敷地面積、工事面積及び土地の区画形質の変更の掘削面積

申請部分 申請以外の部分 合計

５　都市計画事業の種類及び名称

市受付欄 許可関係欄



 

様式第１３号（第２３条関係） 

（その１） 

　　　指令第

年 月

年 月 日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

　　る旨の誓約書を提出し、あらかじめ知事の承認を受けること。

　３　建築物については、建築基準法第６条第１項の確認を受けてから着工すること。

　１　事業執行の際、事業者が移転を命じた場合は、３ヶ月以内に建築物等を移転又は除

　　却すること。

　２　許可建築物を他に賃貸又は譲渡する場合は、賃貸人又は譲渡人が上項条件を継承す

　　　延べ面積 ㎡

５　都市計画事業の種類及び名称

４　敷地面積、建築面積及び延べ面積

　　　敷地面積 ㎡

　　　建築面積 ㎡

１　行為地の所在及び地番

２　建築物の構造及び階数

３　新築、増築、改築又は移転の別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

日付けで申請のあった、都市計画事業区域内における建築物の建

築等については、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６５条第１項の規定により、

次の条件を付して許可します。

号

許可通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所



 

様式第１３号（第２３条関係） 

（その２） 

　　　指令第

年 月

年 月

　　ら着工すること。

　　すること。

　２　許可物件を他に賃貸又は譲渡する場合は、賃貸人又は譲渡人が上項条件を継承する

　　旨の誓約書を提出し、あらかじめ市長の承認を受けること。

　３　確認申請を要する工作物等については、建築基準法第６条第１項の確認を受けてか

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

　１　事業執行の際、事業者が移転を命じた場合は、３ヶ月以内に物件等を移転又は除却

５　都市計画事業の種類及び名称

日

　　　工事面積 ㎡

　　　掘削面積 ㎡

３　移動の容易でない物件の重量

４　敷地面積、工事面積及び土地の区画形質の変更の掘削面積

　　　敷地面積 ㎡

１　行為地の所在及び地番

２　移動の容易でない物件の設置若しくは堆積又は区画形質の変更の別

日付けで申請のあった、都市計画事業区域内における移動の容易

でない物件の設置等については、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第６５条第１

項の規定により、次の条件を付して許可します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

号

許可通知書

 



 

 

様式第１４号（第２３条関係） 

年 月

年 月

　１　

　２　

　った日の翌日から起算して６月以内であっても、この処分のあった日の翌日から起算し

　て１年を経過したとき（この処分があったことを知った日の翌日から起算して６０日以

　内に異議申立をした場合にあっては、その異議申立に対する決定があった日の翌日から

　起算して１年を経過したとき）は処分の取消の訴えを提起することができなくなります。

　

　（この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内に異議申立をした場

　合にあっては、その異議申立に対する決定のあったことを知った日の翌日から起算して

　６月以内。以下同じ）に、うるま市を被告（訴訟においてうるま市を代表とする者は、

　市長となります。）として、提起することができます。ただし、処分のあったことを知

　のあったことを知った日の翌日から起算して６０日以内であっても、この処分のあった

　日の翌日から起算して１年を経過したときは、異議申立をすることができなくなります。

（処分の取消の訴えに係る教示）

２　処分の取消の訴えは、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して６月以内

（不服申立ての教示）

１　この処分に不服があるときは、この処分のあったことを知った日の翌日から起算して

　６０日以内に、うるま市長に対して異議申立をすることができます。ただし、この処分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　うるま市長　　　　　　　　　　印

日付けで申請のあった、都市計画事業地内における建築物の建築

又は移動の容易でない物件の設置等については、次の理由により許可しない。

日

不許可通知書

　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名

 


